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German enterprises have disclosed social information such 
as the employees and the environment briefly in their annual 
reports, and have often disclosed in detail in the sustainability 
report or corporate social responsibility report which is 
published separately from the annual report.  Furthermore, 
BASF, one of such German enterprises and the world’s 
leading chemical companies, publishes annual report as the 
integrated report which documents their economic, 
environmental and social performance.
This paper investigates BASF annual reports－especialy 
2013 year－ as an integrated reports and considers its 
meanings in the contemporary accounting and reporting．
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ト 2013＊）、飯 野 海 運（IINO Report 2013＊（英 文））、い す ず 自 動 車（ISUZU Annual 
Report 2013（英文）＊）、協和発酵キリン（アニュアルリポート2013）、三機工業（Sanki 
Report 2013（邦文））、全日空（ANAアニュアルレポート2013）、日本航空（JAL Report 
2013（邦文））、日本新薬（日本新薬レポート2013）、日本郵船（NYK Report 2013（英
文））、NTT ドコモ（アニュアルレポート2013、Annual Report 2013）、堀場（Horiba 




















































ところで、ドイツ持続可能発展評議会（der Rat für Nachhaltige Entwicklung






取り組みである。「人権」「労働基準」「環境」「腐敗防止」の 4 分野にかかわる10 原則に
賛同する企業がトップ自らのコミットメントを実現に向けて努力を継続する取り組みで
ある。わが国でも多くの有力企業が 3 加している（郡司 2013、24頁参照）。
 5） 例えば、2010年度版年次報告書24社についてみれば、頁数200頁以上が17社（70.83％）
うち持続可能性報告書等を収集できたのは17社中 6 社（35％）、200頁未満の年次報告書
7 社（29.2％）のうち持続可能性報告書等を収集できたのは 4 社（57％）であった。郡司
2013、23頁。
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にドイツ持続可能性コード（Deutscher Nachhaltigkeitskodex, DNK；German 
Sustainability Code, GSC）を公表した。それは、UNGC原則、OECD多国籍
企業指令、GRI持続可能性報告ガイドラインや欧州証券アナリスト協会連合会














































る（BASF 2011：郡司 2013ａ、BASF 2013：郡司 2014）。そして、このような
統合報告書では、GRIガイドラインに依拠することにより、非財務報告の要素
 7） GRI 2006, p.5：訳書19頁。なお、GRIガイドラインはこれまで、初版（G 1 ）2000年、
第 2 版（G 2 ）2002年、第 3 版（G 3 ）2006年、第 3 ・ 1 版（G 3 ・ 1 ）2011年、第 4
版（G 4 ）2013年と改訂されている。BASFの2012年度版報告書におけるGRI指標は
2011年公表の第 3 ・ 1 版（G3.1）を基礎にしている（BASF 2011, p.225; 2012, pp.230-
231）。なお、BASF2010年度版報告書の詳細は郡司 2013bを参照されたい。
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MA（マネジメントアプローチ）、EC 1 -EC 4 （経済業績）、EC 6 -EC 7
（市場地位）、EC 8 -EC 9 （間接的な経済影響）
ここでの経済的業績は、財務業績以外のいわば社会的な活動における経済的
業績を意味する。なお、2012年度版では EC 1 -EC 4 （経済業績）の箇所は
EC 1 （創出・分配された直接的な経済価値）、EC 2 （気候変動による財務的
影響）、EC 3 （確定給付型年金制度の負担の程度）、EC 4 （政府による重要な
財政的支援）に細分され、これに続いてEC 6 （地域供給者）、EC 7 （現地雇








（図表と説明）がおもになされる。2012年度版ではMA、EN 1 - EN 2（同上）・
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MA、LA 1 -LA 3 、LA15（雇 用）、LA 4 -LA 5 （労 使 関 係）、LA 6 - 
LA 9（職場の健康・安全）、LA10- LA 12（教育・訓練）、LA13-LA14（多
様性と機会均等）、LA15（産休）
　2012年の社会的業績指標［労働慣行と質］ではMA、LA 1 - 5 （雇用、労使
関係）、LA 7 - 8 （職場健康・安全性）、LA10-11（教育・訓練）、LA13（経営
者の構成）、LA14（機会均等）、LA15（産休）、に区分されていた。
⒝［人権］：GC原則（1,2,3,4,5,6）
MA、HR 1 -HR 3 （投資と非差別）、HR 4 （平等化）、HR 5 （結社の自
由、団体行動権）、HR 6 （児童労働）、HR 7 （強制・義務労働）、HR 8
（保安慣行）、HR10（評価）、HR11（救済）
　2012年の社会的業績指標［人権］では MA、HR 1 （重要な投資協定）、
HR 2 （供給者の検査）、HR 3 （訓練）、HR 4 （同上）、HR 5 （同上）、HR 6 -






MA、SO 1 ･SO 9 ･SO 10 （コミュニティ）、SO 2 - SO 4 （不正）、SO 5 -
SO 6 （政策）
2012年の社会的業績指標［人権］では［社会］MA、SO 1 ･SO 9 ･SO 10（同
上）、SO 2 - SO 4 （同上）、SO 6 - SO 8 （公共政策）に区分されていた。
⒟［製品責任］：GC原則（1,7,8）
MA、PR 1 （顧客の健康と安全）、PR 3 -PR 5 （製品・サービスのラベリ
ング）、PR 6 （マーケティングコミュニケーション）
2012年の社会的業績指標［製品責任］ではMA、PR 1 （同上）、PR 3 （製品お
よびサービス）、PR 6 （マーケティングコミュニケーション）に区分されてい









10） GRIガイドラインはすでにG 4 が公表されており、2013年度版BASF年次報告書もG 4
に準拠していることが期待されたが、実質的にG3.1に準拠して作成されていた。GRIは
G 3  またはG3.1 ガイドラインを使って報告している組織については、G 3  およびG3.1 
ガイドラインに基づいた報告書を経過措置として認めている。ただし2015 年12 月31 日
より後に発行される報告書は、G 4  ガイドラインに基づいて作成すべきことを指示して
いる（訳書11頁）。
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Schumpeter）に よ っ て 提 唱 さ れ た 概 念 で あ り、そ れ は 新 結 合（neue 
Kombination）の遂行によってもたらされる。この新結合には次のような場合










11） 競争優位戦略はポーター（M.E. Porter）の著書『競争優位の戦略』（Porter 1985：土岐
他訳 1985）を嚆矢とする理論であり、その後の戦略論の主流となった。









実 現 す る 者 は 企 業 家（企 業 者）あ る い は 起 業 家（ア ン ト レ プ レ ナ ー；
















































15） BASF 2014, p.2, p.17. 2013年度版までは連結状況報告の英語表記は「マネジメントの分













































































5 事 業 領 域 は ① 化 学 品（ chemicals ）、 ② 高 性 能 製 品（ performance 
products）、③機能性材料（functional materials & solutions）、④農業関連製
品（agricultural solutions）、⑤石油･ガスである（BASF 2014）。2010年度版







































































































































































































































































に企業家（起業家）的に考え行動するよう奨励される（Vgl. BASF 2011, S.24：2013, p.26）。
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　差引）セグメントに帰属しない活動のEBIT 1 ） （664） （215）
　差引）資本コスト 2 ） 6,065 5,793
資本コスト控除後EBIT 1,872 1,164
1 ）プロジェクトの純費用は資本コスト率の増加においてすでに与えられている。
2 ）2012年および2013年は資本コスト率が11％であった。（BASF 2014, S.26）
③全社的価値指向的経営管理






























































































































































































































































































































セグメント別経営概況として 6 部門（ 5 セグメント・その他）の年間および























































































































































34） 欧州（EU）の化学品規制（REACH規則：Registration, Evaluation, Authorisation and 






























35） Verlag C.H. Beck, BilMoG, 2. Auflage, 2009, S141. BASF 2011, S.105. BilMoG に 関 し て
は、例えば郡司 2011、109-121頁参照。
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①損益計算書（Gewinn- und Verlustrechnung、Statement of Income）…この
計算書ではドイツに伝統的な総原価法（形態別・性質別分類法）ではなく、
英米型の売上原価法（機能別分類法）が採用されている。
② 持 分 認 識 収 益 費 用 計 算 書（Im Eigenkapital erfasste Erträge und 
Aufwendungen；（自己資本認識収益費用計算書）、Statement of income 
and expense recognized in equity）…その他包括利益に関する計算がここで
示される。ここでは、持分に直接認識計上される収益費用について、将来













④ キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書（Kapitakflussrechnung（資 金 計 算 書）、
Statement of cash flows）…営業活動によるキャッシュ・フローに関して純
利益から出発する間接法が採用されている。
⑤持分計算書（Entwicklung des Eigenkapitals（自己資本明細表）、Statement 
46








































































IFRS12「他 の 事 業 体 に お け る 持 分 の 開 示（Disclosure of Interest in 
Other Entities）」、IAS19（改訂）「従業員給付（Employee Benefit）」、「持
分認識収益費用計算書」（IAS 1 に対する訂正）、IFRS 7「金融商品：開示」
に対する訂正（amendments）、IFRS13「公正価値測定」、IAS36「資産の
減損」、IFRS年次改善：サイクル2009-2011（IFRS Annual Improvement : 
Cycle 2009-2011）、非流動資産における長期借入金の再分類（Reclassification 















































































































































GC原則 GRI指標 テーマ 記載ページ
プロフィー ル
1.1-1.2 戦略と分析 8 -9, 21-23, 31-32, 35, 36, 39, 41, 
46, 90, 91, 97, 112-114, 118-120
2.1-2.10 組織のプロフィール 表紙, 5, 13-15, 18-20, 24, 30, 34, 35, 
37, 39, 41, 45,  49, 54,  58-59, 61, 
62, 67, 68, 74, 79, 82-84, 88-89, 98, 
115,  118-120, 166-174 , 231, 232
3.1-3.4 報告書のプロフィール 表紙, 4 - 6
3.5-3.11 報告範囲と限界 4 -6, 20, 27-29, 55, 57
3.12/3.13 GRI指標／認証 228-229／6, 143
1 -10 4.1-4.10 コーポレートガバナン
ス
4, 21-23, 26, 27, 39, 41-44, 82, 90, 
93-98, 103, 105, 107-108, 111, 113 ,
114 , 122-124, 127-139, 210-211
54
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1 -10 4.11-4.13 外部イニシャティブへ
の取り組み
4 -6, 22-23, 29, 40, 41, 44, 45, 
82.90-94, 96-99, 103, 114 , 125, 128
4.14-4.17 ステークホルダーの参
加
5, 15, 27-30, 38, 39, 41-43, 45, 82, 
90-92, 94, 96-98, 113, 114 , 128
経済的業績指標
1, 4, 6, 7 MA* 1 表紙, 19-24, 26, 49, 54, 55, 58-59,
106-114 , 142-208
7 EC 1 -EC 4 経済業績* 2 表紙, 12, 13, 16, 24, 30, 35-37, 40-
41, 43, 49, 54, 55, 57-60, 63, 66, 69,
73, 75, 78, 80, 85, 88, 98, 102, 109 ,
144, 147, 148, 161, 178-180, 190-
195, 210-211
6 EC 6 -EC 7 市場の存在感 90
EC 8 -EC 9 間接的経済影響 27, 36, 40-41, 45
環境的業績指標
7, 8, 9 MA 表紙, 19-24, 26, 49, 54, 55, 58-59, 
106-114 , 142-208
8, 9 EN 1 -EN 2 材料 表紙, 19-20, 91-92, 101, 104, 105
8, 9 EN 3 -EN 7 エネルギー 表紙, 25, 31-33, 82, 91, 99-102, 106
8, 9 EN 8 -EN10 水 表紙, 25, 103, 104
8 EN11-EN14 生物多様性 27, 35, 82, 92, 102
7, 8, 9 EN16-EN25 排出、排水、廃棄物 表紙, 19-20, 32, 33, 73, 91, 92, 99-
105
7, 8, 9 EN26 製品・サービス 27, 31-32, 34, 35, 66, 93, 94, 96, 99-
105
8 EN28 コンプライアンス 176, 195-196, 200
8 EN29 輸送 93, 94, 102, 105
7, 8, 9 EN30 全般 30, 93, 98, 99, 101, 102, 104, 176
* 1 　MA=マネジメントアプローチ
* 2 　経済業績には次のものが含まれる。EC 1 （創出・分配された直接的な経済的価
値）、EC 2 （気候変動による財務的影響）、EC 3 （確定給付型年金制度の負担
の程度）、EC 4 （政府による重要な財政的支援）、EC 6 （地域供給者）、EC 7






1, 3, 6 MA 表紙, 21-25, 28-29, 39-41, 43, 44,
95-96, 127-128
6 LA 1 -LA3, 
LA15
雇用*3 表紙, 30, 39-43, 114, 180
1, 3 LA 4 - LA 5 労使関係 表紙, 43, 44
1 LA 6 - LA 9 職場健康・安全 表紙, 25, 41, 93-97
LA10-LA 12 教育・訓練 26, 29, 40-42, 90, 94, 95, 127
1, 6 LA13- LA14 多様性と機会均等 24,  41-43
人権
1 -6 MA 21-23, 27-29, 43, 44, 91, 94, 127-128
1 -6 HR 1 - HR 3 投資と非差別 27, 90, 96, 127
1, 2, 6 HR 4 平等化 44, 127
1, 2, 3 HR 5 結社の自由・団交権 44, 90
1, 2, 5 HR 6 児童労働 44, 90
1, 2, 4 HR 7 強制・義務労働 44, 90
1, 2 HR 8 保安研修 96
HR10／HR11 評価／救済 44, 90, 93／44
社会
10 MA 21-23, 29, 44, 45, 121-140, 127-128, 
200
SO 1 ･SO 9 ･
SO10
コミュニティ 表紙, 29, 45, 92, 93, 96
10 SO 2 - SO 4 不正 127
1 -10 SO 5 - SO 6 政策 29
製品責任
56
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1, 8 MA 22-23, 25, 27-29, 33-35, 38, 93-98, 
127-128
1 PR 1 顧客の健康と安全 33, 34, 38, 90, 93, 94, 98, 102
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